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凡 例 

 

１．『税務概要』は、税務課、収納課にある資料、各種報告書等を参考にして集録した。 

 

２．この『税務概要』は原則として各年度の決算額を令和６年度まで収録した。ただし、できるだけ最新

の数値を掲載するため、令和７年度分（６月末調定額等）についても収録した。 

 

３．記載の方法は、つぎのとおりである。 

     年次何年とあるのは暦年    （１月から 12月まで） 

     「  …  」資料のないもの 

     「  ―  」皆無、または定義上該当数値のないもの 

      ｢０｣｢0.0」 統計表中の単位に満たないもの 

 

４．数値の単位未満は、四捨五入を原則とした。したがって合計の数値と内訳の計とが一致しないことが

ある。 
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Ⅰ 区の概要 
１．位 置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人口および世帯 

区分 

年 
人  口 

  
世帯数 

    １世帯当たり 

前年比 指 数 前年比 指 数 人   数 

  人  ％    世帯  ％    人／世帯  

２ 739,435 101.0  100.0 377,837  102.0  100.0 1.96 

３ 740,099  101.1  100.1 380,495  100.7  100.7  1.95 

４ 738,358  99.8  99.9  381,830  100.4  101.1  1.93 

５ 738,914  100.1  99.9  385,142  100.9  101.9  1.92 

６ 741,540  100.4  100.3 389,715  101.2 103.1 1.90 

７ 745,927  100.6  100.9 395,526  101.5 104.7 1.89 

※ 各年１月１日現在。指数:令和２年を 100 とする。外国人住民を含む。  

 



３．区　の　財　政

令和 ６ 年度（区一般会計決算）

決　算　額 構成比 前年度比 項　目 決　算　額 構成比 前年度比

千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 

71,724,425 21.2 98.7 議 会 費 1,041,801 0.3 103.8

1,085,383 0.3 100.2 総 務 費 31,071,594 9.4 121.7

388,120 0.1 138.1 区 民 費 19,687,409 6.0 95.2

1,999,309 0.6 133.7 産 業 経 済 費 4,381,743 1.3 80.5

2,917,901 0.9 181.6 地 域 文 化 費 6,797,376 2.1 72.7

17,884,763 5.3 104.8 保 健 福 祉 費 100,540,036 30.5 100.1

3,692 0.0 46.3 環 境 費 13,124,107 4.0 101.2

398,180 0.1 133.3 都 市 整 備 費 8,346,927 2.5 123.1

3,990,672 1.2 716.7 土 木 費 16,266,674 4.9 111.2

106,710,239 31.6 105.8 教 育 費 38,755,238 11.8 114.3

54,936 0.0 96.0 こども家庭費 80,310,365 24.4 106.9

1,015,450 0.3 85.5 公 債 費 4,855,436 1.5 106.0

4,910,007 1.5 98.6 諸 支 出 金 4,393,807 1.3 92.4

61,197,973 18.1 101.8 予 備 費 0 0.0 ―

43,614,845 12.9 109.2

988,593 0.3 184.0

179,770 0.1 82.3

1,833,489 0.5 42.6

4,818,917 1.4 97.4

8,823,528 2.6 111.1

3,255,000 1.0 95.9

337,795,193 100.0 104.4 合　　計 329,572,514 100.0 104.5

（図１）　歳入・歳出決算額における主な項目の構成比
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令和 ７ 年度（区一般会計予算）

予　算　額 構成比 前年度比 項　目 予　算　額 構成比 前年度比

千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 

76,521,905 21.8 110.0 議 会 費 1,047,658 0.3 100.2

1,045,000 0.3 98.0 総 務 費 28,965,089 8.2 103.5

350,000 0.1 153.5 区 民 費 20,916,502 5.9 101.1

1,570,000 0.4 117.2 産 業 経 済 費 3,658,348 1.0 111.0

2,400,000 0.7 240.0 地 域 文 化 費 8,514,221 2.4 121.5

19,550,000 5.6 113.5 保 健 福 祉 費 98,843,953 28.1 106.4

290,000 0.1 107.4 環 境 費 14,235,630 4.0 105.2

520,000 0.1 13.5 都 市 整 備 費 10,672,329 3.0 113.4

106,434,576 30.3 108.0 土 木 費 15,330,585 4.4 89.9

57,000 0.0 90.5 教 育 費 53,534,938 15.2 129.1

1,026,434 0.3 101.4 こども家庭費 86,806,574 24.7 109.3

5,105,051 1.5 103.9 公 債 費 4,576,972 1.3 92.6

67,989,130 19.3 115.7 諸 支 出 金 4,482,976 1.3 105.3

34,568,666 9.8 106.6 予 備 費 100,000 0.0 100.0

899,558 0.3 160.5

13,001 0.0 260.0

15,063,076 4.3 94.7

2,000,000 0.6 100.0

6,959,378 2.0 87.0

9,323,000 2.7 146.9

351,685,775 100.0 108.9 合　　計 351,685,775 100.0 108.9

（図２）　歳入・歳出予算額における主な項目の構成比
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Ⅱ 税務課・収納課 
１．組織および職員構成 

(1)税務課 
  

（令和７年５月１日現在） 

係   名 事  務  分  掌 
職 員 数 

男 女 計 

管理係 

（税務課長 

  を含む） 

１． 税制の調査に関すること。 人  人  人  

２． 税務事務の連絡調整および税務統計に関すること。 

3 3 6 
３． 課の庶務事務に関すること。 

４． 税務情報の庁内利用に関すること。 

５． 課内他の係に属しないこと。 

区税電算係 

１. 特別区民税、都民税および森林環境税（以下「特別区民税等」

という。）の電算システムに関すること。 5  1  6  

２． 地方税ポータルシステムに関すること。 

区税第一係 

～ 

区税第四係 

１． 特別区民税等の課税計画に関すること。 

17  15  32 
２． 特別区民税等の賦課に関すること。 

３． 確定申告書の閲覧事務に関すること。 
  

区税調整係 

１． 特別区民税等の課税計画に関すること。 

4  1  5  

２． 特別区民税等の賦課に係る事務に関すること。 

３． 特別区民税等の賦課に関すること。 

４． 特別区民税等の減免に関すること。 

５． 年末調整事務に関すること。 

区税事務係 

１． 特別区たばこ税に関すること。 

3  1  4  

２． 鉱産税に関すること。 

３． 入湯税に関すること。 

４． 軽自動車税の賦課に関すること。 

５. 原動機付自転車および小型特殊自動車の標識に関すること。 

６． 軽自動車税の証明に関すること。 

７． 特別区民税等の証明に関すること。 

    合    計 32 21  53  

※ 税証明の交付および軽自動車の登録・廃車等の業務は委託している。 

※ 職員数に以下の者は含めない。 

・短時間の再任用の職員（フルタイム再任用は含める） 

・休職中の職員 

・外部へ派遣中の職員 

・育児休業中の職員（産休中の職員は含める） 
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(2)収納課 
 

（令和７年５月１日現在） 

係   名 事  務  分  掌 
職 員 数 

男 女 計 

管理係 

（収納課長 

 を含む） 

１. 特別区民税等および軽自動車税の収納統計に関すること。 人  人  人  

２. 都民税分および森林環境税分の納入に関すること。 

1 5 6 

３. 期限内納付推進の啓発に関すること。 

４. 債権管理の推進に関すること。 

５. 課の庶務事務に関すること。 

６. 課内他の係に属しないこと。 

収納電算係 
１. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料の電算システ

ムに関すること（課内他の係に属するものを除く。）。 
1 2 3 

債権回収支援係 

１. 債権回収の支援に関すること。 

3  0  3  

２. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料その他の公金

の収納に関すること（課内他の係に属するものを除く。）。 

３. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料の滞納処分に

係る公売に関すること。 

計画調整係 

１. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料の収納計画に

関すること。 

3  3  6  

２. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料その他の公金

の収納に関すること（課内他の係に属するものを除く。）。 

３. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料の業務委託に

関すること（課内他の係に属するものを除く。）。 

４. 特別区民税等、軽自動車税および国民健康保険料の滞納管理シ

ステムに関すること。 

５. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税および国民健康保険

料の一斉催告に関すること。 

６. 他自治体等からの滞納者実態調査に関すること（部内他の課に

属するものを除く。）。 

個人収納係 

１. 特別区民税等（普通徴収分および年金特別徴収分）、軽自動車

税その他の公金の収納および督促に関すること。 

2  5  7  ２. 特別区民税等（普通徴収分）の口座振替に関すること。 

３. 特別区民税等（普通徴収分および年金特別徴収分）および軽自

動車税の還付および充当に関すること。 

 

納付相談係 

１. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の収納に関すること（課内他の係に属するものを除

く。）。 

8  8  16  
２. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の納付相談に関すること。 

３. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ 
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の他の公金の催告および執行停止に関すること。    

整理第一係 

１. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の収納に関すること（課内他の係に属するものを除

く。）。 
4  1  5  

２. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の滞納処分に関すること（課内他の係に属するもの

を除く。）。 

整理第二係 

１. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の収納に関すること（課内他の係に属するものを除

く。）。 
2  4  6  

２. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の滞納処分に関すること（課内他の係に属するもの

を除く。）。 

個人機動整理係 

１. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の収納に関すること（課内他の係に属するものを除

く。）。 

5  5  10 

２. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の滞納整理に関すること（課内他の係に属するもの

を除く。）。 

３. 特別区民税等（普通徴収分）、軽自動車税、国民健康保険料そ

の他の公金の滞納処分に関すること（課内他の係に属するもの

を除く。）。 

４. 収納嘱託および受任に関すること（課内他の係に属するものを

除く。）。 

５. 国民健康保険短期被保険者証および国民健康保険被保険者資格

証明書の発行に係る判定に関すること。 

事業所収納係 

１. 特別区民税等（給与特別徴収分）、軽自動車税その他の公金の

収納および督促に関すること。 
4  2  6  

２. 特別区民税等（給与特別徴収分）および軽自動車税の還付およ

び充当に関すること。 

事業所 

機動整理係 

１. 特別区民税等（給与特別徴収分）、軽自動車税その他の公金の

収納に関すること（課内他の係に属するものを除く。）。 

2  2  4  

２. 特別区民税等（給与特別徴収分）、軽自動車税その他の公金の

滞納整理に関すること。 

３. 特別区民税等（給与特別徴収分）、軽自動車税その他の公金の

滞納処分に関すること。 

４. 収納嘱託および受任に関すること（課内他の係に属するものを

除く。）。 

      合    計 35  37 72 
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※ 他に、こくほ収納係（８人）が国民健康保険料の収納に関する事務を分掌している。 

※ 職員数に以下の者は含めない。 

・短時間の再任用の職員（フルタイム再任用は含める） 

・休職中の職員 

・外部へ派遣中の職員 

・育児休業中の職員（産休中の職員は含める） 

 

＜参考：会計年度任用職員＞                     （令和７年５月１日現在） 

 名称 係名 職員数 合計 

税務課 
サポートスタッフ（事務） 

管理係 ２人 
７人 

区税第一係 ５人 

行政事務補佐員 区税第一係 ２人    ２人 

 

 

 

 

収納課 

業務協力員 管理係 １人    １人 

サポートスタッフ（事務） 

管理係 １人 

８人 

計画調整係 １人 

個人収納係 １人 

納付相談係 ２人 

整理第一係 １人 

整理第二係 １人 

個人機動整理係 １人 

税務事務専門員 

納付相談係 １人 

３人 個人機動整理係 １人 

事業所機動整理係 １人 

 



２．税務費に関する調

区分

年度 職 員人 件費 事 務 費 還 付 金 等 合 計 前 年 比

千円 千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 

２ 780,121 452,122 242,205 1,474,448 88.0 69,278,731 2.1

３ 869,705 498,768 304,489 1,672,962 113.5 69,804,162 2.4

４ 883,037 498,582 342,521 1,724,140 103.1 71,511,170 2.4

５ 921,804 584,009 318,399 1,824,212 105.8 72,656,390 2.5

６ 961,200 611,511 299,293 1,872,004 102.6 71,724,425 2.6

※　人 件 費………報酬、給料、職員手当、共済費(社会保険料を含む)、旅費

　　事 務 費………税務事務費（旅費を除く）

　　還付金等………納税貯蓄組合関係補助金、還付金

（図３）　税務費および区税収入額の対前年度伸び率の推移

税　　務　　費　（　歳　　出　） 特 別 区 税
収 入 額

区 税 収 入 に
対する税務費
の 割 合

-20
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20

30

40

50 %

（税務費の伸び率）

（区税収入額の伸び率）-12.0 
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0.8 

13.5 

2.4 

3.1 
5.8 

1.6 

2.6 

-1.3 

２ ３ ４ ５ ６年度
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Ⅲ　特別区税

１．特別区税

（図４）　特別区税収入額の推移と税目別構成

　練馬区の財政需要を満たすための財政収入は、特別区税・特別区交付金・国庫支出金・都支出金・
地方消費税交付金・特別区債・諸収入・使用料及び手数料等でまかなわれている。なかでも特別区税
（以下「区税」という。）は財政収入に占める割合が高く、令和６年度における当区の財政収入3,377
億9,519万円に対して、717億2,443万円と、財政収入の21.2%を占めている。

　区税収入額は、前年度に比べて9億3,197万円の減となった。税目別に前年比をみると、特別区民税
は1.2%の減、軽自動車税は2.7%の増、特別区たばこ税は2.6%の減、入湯税は2.9%の減となっている。
（Ｐ18・19参照）
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６年度の内訳
38,623千円 0.1%（入湯税）

445,119千円 0.6%（軽自動車税）

3,719,169千円 5.2%（たばこ税）

67,521,514千円 94.1%（特別区民税）

年度

※ 構成比は四捨五入のため、合計が
100％とならない場合があります。
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(3) 区民の特別区税負担額（調定額ベース） 

 令和６年度における区民１人当たりの年間負担額（調定額÷人口）は98,107円であった。 

 これは、前年度（99,777円）に比べて1,670円（1.7%）の減となった。また１世帯当たりの年間負担額（調

定額÷世帯数）は186,676円となり、前年度（191,427円）に比べて4,751円（2.5%）の減となった。 

 なお、税収額ベースにおける区民１人当たりおよび１世帯当たりの負担額（23区別）については、参考資

料２（Ｐ50・51）に掲げた。 

区民の特別区税負担額（調定額ベース）   (単位：円) 

 区分 

年度 

区民１人当たりの特別区税負担額 １世帯当たりの特別区税負担額 

 年 間 １か月平均 指 数 年 間 １か月平均 指 数 

 ２ 95,616  7,968  100.0  187,122 15,594  100.0  

 ３ 95,976 7,998  100.4  186,682  15,557  99.8  

 ４ 98,259 8,188  102.8  190,007  15,834  101.5  

 ５ 99,777 8,315  104.4  191,427  15,952  102.3  

 ６ 98,107 8,176  102.6  186,676  15,556  99.8  

     ※ 人口、世帯は、各年１月１日現在（外国人住民を含む） 

     ※ 指数：令和２年度の１か月平均を100とする。 

 

（図５） 特別区税年間負担額（調定額ベース）の推移 
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２．特別区民税 

  地方税の基本とされる住民税は、市町村民税と道府県民税に、また個人分と法人分とに分かれる。 

  特別区民税は、住民税のうち“市町村民税の個人分”に相当する税目で、原則として前年の所得に対して

課税するものである。また、特別区の行政上の諸施策に対する経費の一部について、住民に広く負担を求め

る均等割と、所得に応じて負担を求める所得割とから成る。 

※ 特別区民税は、“道府県民税の個人分”に相当する個人都民税とあわせて「個人住民税」または単に

「住民税」と呼ばれる。これらは特別区があわせて課税・徴収の事務を行っている。また、令和６年度

から“国税” に相当する森林環境税をあわせて課税・徴収している。 

 ※ “市町村民税の法人分”、“道府県民税の法人分”に相当する税目は、特別区では東京都の特例により

すべてが都税とされており、「法人住民税」、「法人都民税」と呼ばれ、東京都が課税・徴収している。 

 ※ 以下、単に「住民税」、「特別区民税・都民税（住民税）」と記載されているものは、「個人住民税」を

指す。 

 

  特別区民税は、区税収入に占める割合が高く、令和６年度区税収入額717億2443万円のうち、675億2,151 

万円（94.1％）を占めている。特別区民税の収入額は前年度に比べて8億4,213万円（1.2%）の減となった。 

 その内訳をみると、 

普通徴収（現年度分）収入額は169億1,884万円で、3億845万円（1.9%）の増、 

給与特徴（現年度分）収入額は477億8,869万円で、10億2,546万円（2.1%）の減、 

年金特徴（現年度分）収入額は19億7,954万円で、1億5,230万円（7.1%）の減となった。 

過年度収入額は3億756万円で、2,611万円（9.3%）の増となった。 

滞納繰越収入額は5億2,689万円で、107万円（0.2%）の増となった。 

（Ｐ18・19およびＰ24・25参照) 

  また、納税義務者は423,840人で、前年度に比べ8,078人（1.9％）増加した。内訳をみると、普通徴収は 

2,306人（2.2％）の増、給与特別徴収は4,480人（1.6％）の増、年金特別徴収は1,292人（4.7％）の増であ 

る。 

 この他に、過年度分の納税義務者は749人で、前年度に比べ1人（0.1％）増加した。（Ｐ23参照）  
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◇税制改正◇ 

 

令和６年度から適用された主な改正内容 

 

⑴ 国外居住親族に係る扶養控除等の見直し  

  30 歳以上 70 歳未満の国外に居住している方のうち、つぎのアからウまでのいずれにも該当しない場合

は、扶養控除の対象外となりました。 

 ア 留学により国内に住所および居所を有しなくなった方 

 イ 障害のある方 

 ウ 納税義務者から前年において生活費または教育費に充てるための支払を 38 万円以上受けている方 

 

⑵ 上場株式等の配当所得等の課税方式の統一 

  特定配当等・特定株式等譲渡所得については、これまで所得税と住民税で異なる課税方式を選択するこ

とができましたが、令和６年度（令和５年分）から所得税と課税方式を一致させることとなりました。こ

れにより、所得税で申告した特定配当等・特定株式等譲渡所得は、住民税でも合計所得金額に算入される

こととなりました。 

 

⑶ 森林環境税の創設 

  森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保し、温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図る

観点から、森林環境税（国税）が創設されました。 

  令和６年度から住民税均等割と併せて年額 1,000円が賦課徴収され、森林環境税として納められた全額

が、森林環境譲与税として都道府県・区市町村へ譲与され、森林整備およびその促進に関する施策等に活

用されます。 

 

⑷ 住民税均等割の税率の特例の終了 

平成 26 年度から開始された防災・減災事業の財源を確保するための住民税均等割の税率の特例（年間

1,000 円（区民税 500 円、都民税 500 円）を加算する措置）は、令和５年度で終了となりました。 

 

⑸ 定額による特別税額控除の実施 

  賃金上昇が物価高に追い付いていない国民の負担を緩和し、物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが

行われる経済の実現を目指す観点から、定額による特別税額控除（以下「定額減税」という。）が実施され

ました。 

定額減税は、合計所得金額1,805万円（給与収入の場合は、2,000万円相当）以下の者を対象に、令和６

年度住民税所得割額から、納税義務者本人および国内に居住する控除対象配偶者・扶養親族１人につき１

万円が控除されました。 
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(1) 納税義務者数 

普通徴収・特別徴収（現年度分）納税義務者数 

年 度 区 分 
納  税  義  務  者  数 （人） 

均 の み 均 ＋ 所 所 の み 計 合  計 

２ 

普通徴収 8,898  99,885  ― 108,783  

407,973  給与特別徴収 3,031  265,819 3,617  272,467 

年金特別徴収 3,165  23,558  ― 26,723  

３ 

普通徴収 8,690  94,790  ― 103,480  

408,947  給与特別徴収 3,285  271,230 3,527  278,042  

年金特別徴収 3,420  24,005  ― 27,425  

４ 

普通徴収 8,337  94,514  ― 102,851  

411,058  給与特別徴収 3,275  273,819 3,017  280,111  

年金特別徴収 3,874  24,222  ― 28,096  

５ 

普通徴収 8,452 95,697 ― 104,149 

415,762  給与特別徴収 3,281 277,212 3,506 283,999 

年金特別徴収 3,810 23,804 ― 27,614 

６ 

普通徴収 16,605 89,850 ― 106,455 

423,840  給与特別徴収 9,126 275,887 3,466 288,479 

年金特別徴収 7,248 21,658 ― 28,906 

  普通徴収 9,129 100,397 ― 109,526 

429,284  ７ 給与特別徴収 3,216 288,885 1,575 293,676 

（６月末） 年金特別徴収 3,219 22,863 ― 26,082 

※ 均のみ………均等割だけを納める者 

  均＋所………均等割と所得割を納める者 

  所のみ………所得割だけを納める者（退職所得にかかる現年分離課税の対象者のみ） 

※ 併徴者は、以下の基準で、より大きい方の１つの区分に含めて計上する。 

  給与特別徴収＞普通徴収＞年金特別徴収 

普通徴収（過年度分）納税義務者数   

区 分 

年 度 

納 税 義 務 者 数 （人） 

均 の み 均 ＋ 所 計 

２ 77  726  803 

３ 70  863  933  

４ 62  743  805  

５ 61 687 748  

６ 69 680 749  

        ７（６月末） 54 237 291  

 



 (2)　調定額の内訳および収入額（滞納繰越分を除く）

普通徴収(現年度分)

区分

年度
前年比 総所得分 前年比 分離譲渡分 前年比 前年比 前年比

収入
歩合

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

２ 363,356 100.0 13,559,898 100.4 2,403,326 108.1 16,326,580 101.5 15,768,467 103.3 96.6

３ 340,268 93.6 13,579,804 100.1 2,512,461 104.5 16,432,534 100.6 15,943,760 101.1 97.0

４ 339,634 99.8 14,421,372 106.2 2,759,636 109.8 17,520,642 106.6 16,977,895 106.5 96.9

５ 343,219 101.1 14,176,242 98.3 2,657,672 96.3 17,177,133 98.0 16,610,386 97.8 96.7

６ 298,740 87.0 13,981,998 98.6 3,145,050 118.3 17,425,788 101.4 16,918,837 101.9 97.1

７
（６月末）

普通徴収(過年度分)

区分

年度
前年比 前年比 前年比 前年比 収入歩合

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

２ 5,893 87.7 270,480 79.0 276,373 79.2 233,756 83.8 84.6

３ 6,106 103.6 358,825 132.7 364,931 132.0 314,525 134.6 86.2

４ 5,792 94.9 294,931 82.2 300,723 82.4 256,515 81.6 85.3

５ 5,551 95.8 345,767 117.2 351,318 116.8 281,448 109.7 80.1

６ 5,956 107.3 377,540 109.2 383,496 109.2 307,560 109.3 80.2

７

（６月末）

年金特別徴収(現年度分)

区分

年度
前年比 総所得分 前年比 分離譲渡分 前年比 前年比 前年比

収入
歩合

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

２ 136,332 104.7 1,925,157 99.5 26,329 87.4 2,087,818 99.7 2,089,071 99.7 100.1

３ 145,727 106.9 1,971,751 102.4 27,981 106.3 2,145,459 102.8 2,147,801 102.8 100.1

４ 148,539 101.9 1,966,882 99.8 28,376 101.4 2,143,797 99.9 2,146,163 99.9 100.1

５ 148,488 100.0 1,951,455 99.2 30,839 108.7 2,130,782 99.4 2,131,845 99.3 100.0

６ 129,718 87.4 1,799,186 92.2 38,358 124.4 1,967,262 92.3 1,979,544 92.9 100.6

７
（６月末）

収 入 額

52,254 136.2130,407 100.5 2,141,369 119.0 2,324,030 118.1

調定額計

収 入 額

138,837 36.8 141,693

3,736,329 118.8 103.9

36.92,856 48.0

92.6 14,085,554 100.7

均等割額
所　得　割　額

均等割額
所　得　割　額

収　入　額調定額計所得割額均等割額

276,725 18,098,608

調定額計
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給与特別徴収　（現年度分＝①＋②）

区分

年度 前年比 総所得･分離譲渡 前年比 退職所得分 前年比 前年比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

２ 758,691 103.0 37,927,843 103.0 620,013 88.2 39,306,547 102.8

３ 774,218 102.0 37,599,699 99.1 765,495 123.5 39,139,412 99.6

４ 779,977 100.7 38,358,602 102.0 677,167 88.5 39,815,746 101.7

５ 789,377 101.2 39,656,127 103.4 783,036 115.6 41,228,540 103.5

６ 670,926 85.0 38,467,803 97.0 784,503 100.2 39,923,232 96.8

７

（６月末）

区分 調　定　額

合 　　 計 収  入　額

年度 前年比 前年比 前年比 ①＋② 前年比 前年比
収入
歩合

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

２ 145,294 103.1 7,212,006 102.7 7,357,300 102.7 46,663,847 102.8 46,589,185 103.0 99.8

３ 150,517 103.6 7,442,853 103.2 7,593,370 103.2 46,732,782 100.1 46,595,990 100.0 99.7

４ 152,637 101.4 7,342,229 98.6 7,494,866 98.7 47,310,612 101.2 47,280,165 101.5 99.9

５ 153,941 100.9 7,504,658 102.2 7,658,599 102.2 48,887,139 103.3 48,814,151 103.2 99.9

６ 155,380 100.9 7,738,672 103.1 7,894,052 103.1 47,817,284 97.8 47,788,688 97.9 99.9

７

（６月末）

特別徴収（給与＋年金）

区分

年度 前年比 前年比 収入歩合
千円 ％ 千円 ％ ％

２ 48,751,665 102.6 48,678,256 102.9 99.8

３ 48,878,241 100.3 48,743,791 100.1 99.7

４ 49,454,409 101.2 49,426,328 101.4 99.9

５ 51,017,921 103.2 50,945,996 103.1 99.9

６ 49,784,546 97.6 49,768,232 97.7 99.9

７

（６月末）

① 現 年 度 課 税 分 

均等割額
所　得　割　額 調　定　額

小  　　計

111.7

112.643,916,853 114.2 317,127 40.4

106.8

調　定　額
小  　　計

53,389,398

111.9

108.2 44,959,800

②　前 年 度 課 税 分

所得割額

725,820

55,713,428

均等割額

調　定　額
合  　　計

100.0 8,274,264 106.9 8,429,598155,334

収  入　額
合　　　計
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(3)  所得割の課税最低限【特別区民税・都民税（住民税）】(令和６年度) 

一般的に所得に課税する場合、最低限度の生活を維持するために必要な費用には課税をしないこととなっ

ており、その課税される限界点となる所得の金額を課税最低限という。地域社会の費用を住民が広く能力に

応じて負担するという住民税の性格から、住民税の課税最低限は所得税よりも低くなっている。(なお、こ

れとは別に、所得割非課税の制度がある。P27(5)参照) 

 

〔例〕世帯構成に応じた個人住民税所得割の課税最低限（給与所得者の場合の収入金額） 

① 夫婦子２人の場合  270 万円 

 夫婦のうちいずれか一方の者のみが給与所得を得ているケース 

 子のうち１人については特定扶養控除の適用があるものとして計算した。 

給与所得控除 社会保険料控除 基礎控除 配偶者控除 扶養控除 特定扶養控除 

89 万円 27 万円 43 万円 33 万円 33 万円 45 万円 

 
 

270 万円 

 

  ※算出方法 

   課税最低限となる給与収入＝Ｘ 

   ａ 給与所得控除＝（Ｘ×0.3＋80,000） 

下線部は、給与収入金額が 1,800,001 円～3,600,000 円にあるときの給与所得控除 

   ｂ 社会保険料控除＝Ｘ×0.1 

下線部は、給与収入金額の１割にあたる額を社会保険料控除と見込んだ。 

   ｃ 人的控除＝1,540,000 

基礎控除、配偶者控除、扶養控除、特定扶養控除 

以上のとき   Ｘ－（Ｘ×0.3＋80,000）－Ｘ×0.1－1,540,000＝0  により算出 

 

 

＊給与収入Ｘはａｂｃの控除合計と同額となり、課税所得金額が生じない。以下、②～④も同じ。 

 

② 夫婦子１人の場合  195 万円 

 夫婦のうちいずれか一方の者のみが給与所得を得ているケース 

給与所得控除 社会保険料控除 基礎控除 配偶者控除 扶養控除 

66.5 万円 19.5 万円 43 万円 33 万円 33 万円 

  195 万円    

③ 夫婦のみの場合  145.5 万円 

夫婦のうちいずれか一方の者のみが給与所得を得ているケース 

給与所得控除 社会保険料控除 基礎控除 配偶者控除 

55 万円 14.5 万円 43 万円 33 万円 
 

 145.5 万円 
 

 

④ 独身または共働きの場合  108.8 万円 

給与所得控除 社会保険料控除 基礎控除 

55 万円 10.8 万円 43 万円 
  

108.8 万円 

 

 

a b c 



(4)　所得控除額【特別区民税・都民税（住民税）】
年　度

種　類

33万円

33万円

38万円

26万円

30万円

-

一　　般

介護医療

個人年金

一般

個人年金

※1　令和３年度から、寡婦（夫）控除はひとり親控除の新設に伴い、寡婦控除のみとなった。

※2　所得控除のうち「社会保険料控除」「小規模企業共済等掛金控除」「雑損控除」については、限度額が無い

　 ため上表には記載していない。

(5)　非課税の所得限度額【特別区民税・都民税（住民税）】
（☆は、同一生計配偶者または扶養親族を有する場合に加算する。）　　

年度

種　類

125万円

※4　令和３年度から控除が見直され、従来より非課税限度額がそれぞれ10万円増となった。

135万円

Ａ＋10万円※4

Ｂ＋10万円※4

35万円 ×（同一
生計配偶者＋扶
養親族数＋１）
＋ ☆32万円…Ｂ

35万円 ×（同一
生計配偶者＋扶
養親族数＋１）
＋ ☆21万円…Ａ

0～43万円

11～33万円

13～38万円

26万円※1

-

30万円

※3　令和５年度から、未成年者は、18歳未満となった。

障
害
者

控
除

４３

２

配 偶 者 特 別 控 除

老 人 扶 養 親 族

旧

新
※2

勤 労 学 生 控 除

一 般 の 扶 養 親 族
扶
養
控
除

３

ひ と り 親 控 除

障害者・未成年者※3・寡婦(夫)･
ひとり親の非課税所得限度額

セ ル フ メ デ ィ ケ ー シ ョ ン 税 制
（ 医 療 費 控 除 の 特 例 ） 限 度 額

同 居 老 親 等 扶 養 親 族

特 定 扶 養 親 族

25,000円

同 居 特 別 障 害 者

４

28,000円

35,000円

35,000円

25,000円

地震保険料と(旧)長期損害

保険料の両方がある場合

地 震 保 険 料 の 控 除 限 度 額

生命保険料の
控除限度額

28,000円

10,000円

７

寡 婦 （ 夫 ） 控 除

特 別 寡 婦 控 除

医 療 費 の 控 除 限 度 額

基 礎 控 除

一 般 の 配 偶 者

30万円

限度額　33万円

７

一 般 の 障 害 者

特 別 障 害 者

配
偶
者

控
除 老 人 配 偶 者

２ ６５

45万円

26万円

均等割の非課税限度額

所得割の非課税限度額

(旧)長期損害保険料

６５

88,000円

28,000円

53万円

33万円

45万円

38万円

26万円

200万円
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３．軽自動車税環境性能割 

 令和元年 10 月 1 日から自動車取得税（都税）が廃止され、新たに特別区税として軽自動車税環境性能割

が導入された。軽自動車税環境性能割は、取得価額が 50 万円を超える三輪以上の軽自動車を取得した時に

燃費性能等に応じて、新車・中古車を問わずその車両を取得した者に課税される。 

 軽自動車税環境性能割の税額は、車両の取得価額に以下の税率を乗じて算出する。 

 なお、軽自動車税環境性能割は特別区税だが、当分の間、東京都が賦課・徴収を行う。 

 

 軽自動車税環境性能割の税率 

区分 
税率 

自家用 営業用 

軽
乗
用
車 

電気自動車、燃料電池自動車および天然ガス自動車（平成 21 年

排出ガス規制 NOx10％以上低減または平成 30 年排出ガス規制に

適合する車両） 
非課税 非課税 

ガソリン車 

（ハイブリッ

ド車を含む） 

平成 17 年排出ガス基準

75％低減達成車または

平成 30 年排出ガス基準

50％低減達成車 

令和２年度燃費基準

＋令和 12 年度燃費基

準 75％達成車 

令和２年度燃費基準

＋令和 12 年度燃費基

準 60％達成車 

１％ 0.5％ 

令和 12 年度燃費基準

55％達成車 ２％ 
１％ 

上記以外 ２％ 

軽
貨
物
車 

電気自動車、燃料電池自動車および天然ガス自動車（平成 21 年

排出ガス規制 NOx10％以上低減または平成 30 年排出ガス規制に

適合する車両） 非課税 非課税 

ガソリン車 

（ハイブリッ

ド車を含む） 

平成 17 年排出ガス基準

75％低減達成車または

平成 30 年排出ガス基準

50％低減達成車 

平成 27 年度燃費基準 

＋25％達成車 

平成 27 年度燃費基準 

＋20％達成車 
１％ 0.5％ 

平成 27 年度燃費基準 

＋15％達成車 ２％ 
１％ 

上記以外 ２％ 
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４．軽自動車税種別割  

 軽自動車税種別割は、軽自動車等を所有する者に課税される。 

 令和６年度の軽自動車税収入額（環境性能割を含む）は 4 億 4,512 万円で、区税収入額の 0.6％を占めて

おり、前年度に比べて 1,167 万円（2.7％）の増となった。 

 現年課税分（現年度および過年度）の課税件数は 73,482 件で、前年度に比べて 104 件（0.1％）増であっ

た。 

 車種別にみると、原動機付自転車およびミニカーは 232 件（1.0%）の減、軽自動車（被けん引車を含む。）

は 193 件（0.5%）の増、小型特殊自動車は 1 件（0.3%）の減、二輪の小型自動車は 144 件（1.8％）の増で

あった。（Ｐ36・37 参照) 

 令和６年度から、一定の要件を満たす電動キックボードなどは、原動機付自転車から区分して、新たに特

定小型原動機付自転車として、軽自動車税種別割（年税 2,000 円）が課税されることとなった。 

 

軽自動車税種別割の税額 

・原動機付自転車・二輪車・小型特殊自動車等の税額 

車両区分 年額（令和６年度） 

原動機付自転車 

50cc 以下 
2,000 円 

90cc 以下 

125cc 以下 2,400 円 

ミ ニ カ ー 3,700 円 

軽自動車 

二 輪 

（二輪の被けん引車を含む) 
3,600 円 

雪 上 車 3,600 円 

小型特殊自動車 
農耕作業用 2,400 円 

そ の 他 5,900 円 

二輪の小型自動車 6,000 円 

 

 

・平成 27年 3月以前に初めて車両番号の指定を受けた三輪以上の軽自動車の税額 

車両区分 

年額（令和６年度） 

平成 23 年３月以前に初めて 

車両番号の指定を受けた車両 

（重課税率） 

平成 23 年４月から平成 27年 

３月の間に初めて車両番号の 

指定を受けた車両（旧税率） 

三   輪  4,600 円 3,100 円 

四
輪
以
上 

乗
用 

営業用 8,200 円 5,500 円 

自家用 12,900 円 7,200 円 

貨
物 

営業用 4,500 円 3,000 円 

自家用 6,000 円 4,000 円 
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・平成 27年４月以降に初めて車両番号の指定を受けた三輪以上の軽自動車の税額 

車両区分 

年額（令和６年度） 

新税率 

令和６年度に限り軽課税率が適用される車両 

75％軽減 

される車両 

50％軽減 

される車両 

25％軽減 

される車両 

三
輪 

乗用 営業用 3,900 円 1,000 円 2,000 円 3,000 円 

その他 3,900 円 1,000 円 - - 

四
輪
以
上 

乗
用 

営業用 6,900 円 1,800 円 3,500 円 5,200 円 

自家用 10,800 円 2,700 円 - - 

貨
物 

営業用 3,800 円 1,000 円 - - 

自家用 5,000 円 1,300 円 - - 

 

（図６）６年度 軽自動車税種別割 車種別課税件数の税率区分割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽三輪（3台） 軽四輪乗用営業用（38台）

軽四輪乗用自家用（20,980台） 軽四輪貨物営業用（1,893台）

軽四輪貨物自家用（9,794台）

旧税率

16.6%

新税率

58.2%

重課

25.1%

旧税率

18.6%

新税率

62.2%

重課

19.0%

15.8%100.0%

新税率

旧税率

19.5%

新税率

56.3%

重課

23.5%

軽課75％軽減
0.7%

重課

28.9%

旧税率

重課

55.3%

軽課75％軽減

0.2%

軽課75％軽減

0.1%
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　（図７）　原動機付自転車新規登録台数 （図８）　軽自動車等新規登録台数

　（図９）　軽自動車税種別割調定額の推移と車種別構成
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５．特別区たばこ税 

特別区たばこ税は、たばこの売り渡しに対して課する税である。 

納税義務者は、たばこの製造者、卸売販売業者等であるが、実際の負担は、たばこの消費者に転嫁されて

いる。 

 令和６年度のたばこ税の収入額は 37 億 1,917 万円で区税収入額の 5.2％を占め、特別区民税に次ぐ財源

となっている。 

 収入額を前年度収入額と比べると、1 億 36 万円（2.6%）の減となった。 

 また、納税義務者は 11 社であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別区たばこ税の推移

年度

項目 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

本 ％ 本 ％ 本 ％ 本 ％ 本 ％

売り渡し本数 595,902,759 99.6 582,476,283 97.7 583,486,773 100.2 582,951,533 99.9 567,638,809 97.4

（現年度分)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

調 定 額 3,500,319 103.2 3,673,500 104.9 3,823,153 104.1 3,819,533 99.9 3,719,169 97.4

5,692円

1,000本につき

 　　　　　　6,552円

6,112円

2年 10月 1日から

1,000本につき1,000本につき

6,112円

6,552円

3年 10月 1日から

税 率 等

４

1,000本につき

６２ ５

1,000本につき

３

　たばこ売り渡し本数

（単位：本、％） 

年度

月 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

3 49,918,987 8.4 49,157,341 8.4 50,212,152 8.6 49,757,394 8.5 46,307,765 8.2

4 49,472,429 8.3 48,726,028 8.4 48,470,135 8.3 48,199,201 8.3 47,435,903 8.4

5 51,679,744 8.7 48,548,260 8.3 47,821,289 8.2 50,144,911 8.6 48,003,653 8.5

6 52,228,307 8.8 50,185,624 8.6 49,524,120 8.5 49,797,039 8.5 47,254,182 8.3

7 50,435,812 8.5 51,186,337 8.8 49,019,625 8.4 50,000,763 8.6 49,231,399 8.7

8 50,895,976 8.5 49,241,525 8.5 49,337,240 8.5 51,762,592 8.9 50,647,057 8.9

9 68,666,507 11.5 68,647,027 11.8 50,186,941 8.6 49,027,273 8.4 44,968,501 7.9

10 39,273,054 6.6 35,338,657 6.1 48,192,428 8.3 48,565,649 8.3 51,550,557 9.1

11 42,447,280 7.1 45,149,839 7.8 48,755,306 8.4 47,142,534 8.1 47,208,004 8.3

12 51,126,999 8.6 48,648,639 8.4 52,605,150 9.0 49,023,907 8.4 48,351,794 8.5

1 45,519,227 7.6 44,121,064 7.6 45,057,831 7.7 44,291,666 7.6 43,961,705 7.7

2 44,238,437 7.4 43,525,942 7.5 44,304,556 7.6 45,238,604 7.8 42,718,289 7.5

合 計 595,902,759 100 582,476,283 100 583,486,773 100 582,951,533 100 567,638,809 100

　※　構成比は四捨五入のため、各欄の合計と合計欄が一致しない場合がある。

２ ５４ ６３
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（図 10） たばこ売り渡し本数の月別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．入 湯 税 

 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設などの整備や観光の振興に要する費用に充て

るための目的税となっている。平成 11 年度までは都税として課税されていたが、制度改正により、平成 12

年度から特別区税に変わった。 

 練馬区では、平成 15 年６月に入湯税の対象となる温泉施設ができた。令和６年度の入湯税の収入額は、

3,862 万円であった。 

（令和６年度、23 区で入湯税の課税実績のある区：練馬、千代田、中央、港、新宿、文京、台東、墨田、 

                                   江東、大田、世田谷、杉並、豊島、板橋、葛飾） 

 

(1) 納 税 義 務 者     鉱泉浴場の入湯客 

(2) 税    額     入湯客１人１日につき、150 円 

(3) 課 税 免 除     ① 年齢 12 歳未満の者 

              ② 共同浴場または一般公衆浴場に入湯する者 

              ③ 専ら日帰り客の利用に供される施設に規則で定める利用料金（1,200 円）

以下で入湯する者 

(4) 特別徴収義務者     鉱泉浴場の経営者 

(5) 納  期  等     鉱泉浴場の経営者は、入湯客から入湯税を徴収(特別徴収)し、毎月末日まで

に前月分を区に申告して納入金を納付しなければならない。 
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Ⅴ 税 の 証 明 

令和６年度の証明書の有料交付件数は、112,332 件で、前年比 11.2%増となった。 

 

有料交付した証明書は、主につぎのような事項に関して使用されている。 

○住民税の課税（非課税）証明、納税証明 

（1）扶養家族認定（健康保険証等）     （2）医療費の助成・減免 

（3）児童扶養手当・乳幼児医療等      （4）学費助成・減免、奨学金申請 

（5）出入国在留管理庁・帰化申請等     （6）年金  

（7）都・県・区営住宅           （8）銀行ローン・公的資金借入  

（9）幼稚園・保育園            （10）シルバーパス 

 

○軽自動車税の納税証明 

  車検（継続検査）以外の用途 

 

証明書の有料交付件数 

年 度 件  数  前 年 比 

   件 ％ 

２ 103,875 86.2 

３ 105,905 102.0 

４ 103,935 98.1 

５ 100,986 97.2 

６ 112,332 111.2 
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Ⅵ 納税貯蓄組合 

 納税資金の準備(貯蓄)と円滑な納税に資する目的で、昭和 26 年 4 月 1 日に施行された 

「納税貯蓄組合法」に基づき設立する任意の団体。 

 

納税貯蓄組合数 

年 度 組 合 数 組 合 員 数 連合会補助金 連合会数 

      人  千円   

２ 78 4,126 550 2 

３ 78 4,118 550 2 

４ 77 4,111 550 2 

５ 77 4,092 550 2 

６     77 4,082        550 2 

 







（図11）　23区の特別区税収入額の内訳（令和６年度)
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（図12）　23区１人当たり特別区税負担額（令和６年度）（税収額ベース）
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８．年齢区分別特別区民税課税額（令和６年度賦課ベース)

（単位：人、円）

年齢区分 納税義務者数
一人当たり
平均課税額

課税額合計
（年額）

20～24歳 21,881 63,780 1,395,572,900

25～29歳 44,523 99,981 4,451,439,000

30～34歳 41,308 124,156 5,128,642,600

35～39歳 39,919 150,290 5,999,434,000

40～44歳 39,966 174,873 6,988,964,700

45～49歳 43,055 191,511 8,245,492,800

50～54歳 45,815 200,800 9,199,659,600

55～59歳 39,598 221,364 8,765,562,500

60～64歳 29,610 203,653 6,030,173,500

65～69歳 21,433 163,465 3,503,541,300

70～74歳 18,327 155,482 2,849,524,700

75～79歳 13,784 135,183 1,863,366,300

80～84歳 9,723 130,620 1,270,022,100

85歳以上 10,725 124,020 1,330,112,300

合計 419,667 159,702 67,021,508,300

※　現年分離課税である退職分離課税分は含まない。

※　令和７年５月末時点の賦課年度ベースにおける数値であり、決算額とは一致しない。
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